
当協議会では、毎年男女共同参画者を考える県民のつどいを開催

しています。

今年度は、新型コロナウィルス感染症対策として人数制限をしての実

施となりました。

又、対面での講演がかなわず、動画上映の講演会と致しました。



男女共同参画社会を考える

“とちぎ県民のつどい”

男女共同参画セミナー県民講座

と き: 2021年6月26日(土) 13:15～15:00 (12:30開場)

ところ: とちぎ男女共同参画センター

主 催: 栃木県とちぎ男女共同参画センター

栃木県女性団体連絡協議会



講演(動画上映)

めざそう!

女性の参画で切り拓く未来

【政治分野における男女共同参画についての講話】

講師 上智大学法学部教授 三浦まり氏



講師プロフィール

略歴

カリフォルニア大学バークレー校にてPｈ.D(政治学)取得。
専門はジェンダーと政治。

主著に「私達の声を議会へ～代表制民主主義の再生」、「日本
の女性議員～どうすれば増えるのか」、「ジェンダー・クオータ
世界の女性議員はなぜ増えたか」。
女性政治リーダーを養成する一般社団法人パリテ・アカデミー
共同代表理事。
日本にパリテの思想を広めた功績により2021年6月、フランス政府
から国家功労勲章(シュバリエ章)を受賞



※ジェンダーギャップ指数 : 政治・経済において、意思決定にどの位女性がいるのかが
反映される数値
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市町村議会の女性議員0議会が日本全体で見ると多い＝0議会のある県が3割、7県





女性議員の割合

４０パーセント超え ２３ヶ国

※３０パーセント以上いるの
が先進国では、当たり前

女性閣僚

女性が半数か過半数の国は、
１３ヶ国
４０パーセント以上 ３０ヶ国

女性が意思決定が少ないと言
うことは、国会は法律をつくる
機関機関なわけなので、法律
の変化も遅くなってしまうことを
意味する



日本は、本気でギヤチェンジの必要がある



クォータとは、
割り当てという
意味

最初に数値の目標を設定して、数をあえて
増やすという仕組みです。



環境整備をして、多くの人がなりやすい状況になれば、
男性の中にも、多様性が生まれてきます。

民主主義を推し進め発展させていくことが必要である。













━ アンケートから ━
・日本を変えないと今後の日本は更に世界kら取り残されていく。元々、政治に興味があったので、とても良いタイミング
で 話を聞くことが出来た。(30代女性)
・女性議員のDVDも興味深く、大変勉強になった。(30代女性)
・クオータ・パリテという仕組みを初めて知り勉強になった。(30代女性)
・女性が政治家になる壁が多過ぎてびっくりした。(30／40／70代女性)
・「応援団は誰でも出来る」という言葉が印象に残った。(40代女性)
・ジェンダーに関する日本の現状が把握出来て良かった。(40／70代女)
・女性が参画するにあたって、意識改革は男女共に重要であると感じた。女性が外に出ることを理解し、背中を押してく
れる
・家族の重要性も大切だと思った。(50代女性)
・女性の政治参画への問題点が良く分かった。(50代女性)
・政治家になるための壁について具体的に語られ、大変参考になった。(50代男性)
・少しずつでも男女共同参画社会が進んでいくのだと分かりました。(50代女性)
・今回の講師の選択がタイムリーで適切だったと思います。ご本人の講演を期待します。(50代女性)
・今日の講演で感じたことは、現状がわかっていても変えられない理由は一体何だろうと思いました。(50代女性)
・女性が活躍できるようひとり一人が考えなくてはといけないと、強く感じた。(50代女性)
・日本のジェンダー指数の低さに驚いた。女性議員を応援していきたいと強く感じた。(50代女性)
・対面講演を希望する(70代男性)
・パリテについて学べて良かった。性別均等男女平等こそが民主主義に納得。(70代女性)
・内容をまとめた資料があったので、ポイントがつかみやすかった。(80代女性)
・政治家の仕事では、女性の必要性がいかに大きいか感じました。(80代女性)



━質問━

・地域から市民が出来ることにハラスメント研修、相談窓口の設置と書かれていますが、今、企業
では義務付けられていますが、市民に下ろしてくるには具体的に誰が誰に対してどう対処する
のか難しいと思うが、具体的な話が聞きたかった。
VO18 正当の義務でなく、努力義務であるのが問題だと思います。
これを改革するにはどうしたら良いのでしょうか

・現在、育休、産休も制度化されているのは労働者で、雇用保険より給付金がある。
自営、経営者等は制度化されていない。
給付金もなく、彼女らの整合性はどうなるのか？

～講演会時、講師の先生に質問が出来なかったため、質問の提出があった～


